４．最高裁判決とその後の動き
（１）最高裁判所の判断

最高裁は、「日の丸・君が代」に対する私たちの考えが、「我が儘」や「偏った政治的主張」ではなく、憲法で保障される思想良心であることを認めました。ところが、「起立斉唱等は、思想良心や信仰とは無関係な、式典で慣例として行う儀礼的な行為だから、それを強制しても、思想良心、信教の自由を侵害したことにはならない。」と言うのです。

その一方で、こうも言いました。「起立斉唱等は、敬意の表明の要素を含んでいる。『日の丸・君が代』に否定的な考えを持つ教職員に、その考えに反する（敬意の表明の要素を含む）行為を強制するのは、思想良心を間接的に制約することになる。」しかし、結局、「式の秩序維持と、国家の現状や伝統を理解し、国際協調の精神を養うという目的に叶っているのだから、間接的な制約は憲法違反には当たらない。」と、結論づけます。
人間の心と行動は、簡単に切り離せるものではありません。10.23通達や職務命令が出る前から、式の秩序は保たれていました。国家の現状と伝統、国際協調を教育するなら、もっと相応しい方法や場面があります。私たちは最高裁の判断に全く納得できません。
判決文は最後に「職務命令に違反したとはいっても、動機は歴史観や世界観に基づく信念で、式を積極的に妨害したわけではない。減給以上の処分は重すぎて違法。」と述べて、減給や停職処分だけを取り消しました。私たちの訴えの内、「戒告処分の取消」と「損害賠償」は認められなかったので、「一部勝訴」と表現しています。
（２）再処分の暴挙

一次～四次訴訟で59件の減給・停職処分取消しが確定しましたが、都教委は、その内、現職の教職員延18名（裁判は何年間も続くので、処分されてから裁判が終結するまでの間に定年を迎える原告や、早期退職する原告が少なくありません。）に対して、取消された減給処分の代わりに、今度は戒告処分を科したのです。「違法とされたのは減給以上の重い処分だから、軽い戒告処分ならば問題ないはずだ。」というのが、都教委の言い分なのでしょう。
　しかし、減給処分が取消されたとはいえ、有形無形の不利益を被ってきました（３．職務命令と処分について参照）。給与の損失分だけは戻ってきましたが、それ以外の損害は全く償われていません。その被害者にまた処分を科すというのは、2013年12月20日の東京新聞が「都教委　異様な粘着気質」と評したように、「『日の丸・君が代』に異を唱える者は、絶対に容赦しない。」という執念深さの表れです。再処分された現職教員は、人事委員会に審査請求をして、処分取消を求めています。
